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いるといえる。   
本ゼミナールでは、この3年間、京都におけ  
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3   
1節 阪神大震災による被害  









































































































































































































定の被害額を挙げておく。   
フローについては、生産停滞による損失額が  
1．0～2．5兆円程度と推定されていたが）、被災  







であろう。   
表1－1⊥1府県市区町村別殖亡者数（人）  
図Ⅰ－1－2 就職者数の推移  






被害数（棟）   
鱒   全壊   100，302   
家   半壊   108，741   
被  一部損壊   227，373   
堂 ［コ   合計   436，416   
公共建物  750   
その他建物  3, 952 
火災 （件）  294   
道路 （箇所）  9，948   
慄科）厚生省   
図Ⅰ－1－1死亡者の多かった地域（単位 人）  
消防庁調べ  
（1995年12月27日菓計時点判明分）  







ている。   
厚生省の資料をもとに作成  
表Ⅰ－1－3 被害総額の状況（推計）  
（資料）兵庫県  
図Ⅰ二′1＝3‘被害の広がり  
＝ェローン   
■t■■   
区円■1・幕湘蝿M】l   
火・敷地着払の連れ  







































































長田福祉事務所の霜川卓之氏）の資料。   
2）同上。   
3）神戸市企画調整局企画部総合計同課『神  
戸市の人口』、兵庫県企画部統計課Fみ  
ちしるべ』、西宮市『西宮市統計書 平  
成6年度版』1995年3月による。   







5）産業復興会議『産業復興計画』1995年、   
西宮市『西宮統計時報』1994年版、西宮   





2節 復興計画の概要  































9   
神戸空港反対については「誤りだった」とし、  
共産党の支持も自民党が経れて迷惑だったとい  






































批判されている。 しかし、厳密にいえば収益主  










































復旧が1，294億円などとなっているβ）。   















拭できないようである。   























































































が特徴的である。   
西宮市震災復興計画は、他の市と同様に県と  
連動する形で同時期にまとめられている。復興  








されている。   
以上の関連をまとめると図Ⅰ－2－1のよう  
になる。  




図1－2－1 復興計画の策定の流れ  
8．30神戸市復興計画決定   7．2抑姐方針決定   
（資料）r朝日新開J1995年4月17日付、7月11日付、及び「ひょうごフェニックス計画策走スケジュール」等を  
参照して作成した。   
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阪神・    ‘   11．川0  
明石鰻  38．00  別皮存事集  粥一卯年  合計    ≒■・喜‘  10．一川D   隠州0  82．        5．（〉∝〉       淡輪地  丘虞市街 新市街地 景虎市債   吾．000     1．5仙 さ．T＝ 5．00  賃金体  鞭市桝地 虎成市訪  ほ．㈱  42．佃○ 軸．〃甜  ほ∫．   
（資料）ひょうご住宅復興3カ年計画  
表Ⅰ－2－2地域・事業主体別戸数  
















































































































出としてマルチメディアを挙げている。   
兵庫県は、既存産業の高度化として、復旧の   
14  
て』とい 





















年度神戸市予算案の概熟より）。、   
7）田中国夫、前掲論文。   























戸新聞社。その後の歴史に関しても同じ。   
2）『朝日新聞』兵庫版、1993年4月6日付。   
3）高寄昇三「防災都市と都市経営」『都市  









復興対策  生活支援  災害復旧  震災関連合計   
1捌年度椚正  28，959  ■ 72．853  311，388  111．M   
1995年度当初  438，225  55．朋8  618，762  1，112．875  
58D．迅3  
，   
1．693，128   
19g8年度当初箋；  115．839  1，788  】 48，468  168，m   
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1節 産業の概要と被害状況  
［1］産業の概要  











































































一平成6年版T』による。   
2）関西産業活性化センター『転機に立つ関  
西産業 国際空港開港と大震災』1995年。  
連産業の振興が図られてきた。   
［2］産業の震災被害の状況2）  







































2節 酒遺業の被害と展望  


























































日付）。   
本ゼミナールでは95年11月中旬、灘五郷酒造  














表Ⅱ－2－1 酒造業者の被害状況  
被害のあった所  小（12）  中（9）  大（5）   
蔵・倉庫（建物）   8   
生産設備   
商品  9   
中間生産物   
≡…。■・   
仕入れ元   



















意見もあった（表Ⅱ一2－3）。   
行政側の対応として、国税庁は1年の期限つ   
五郷は震災以前からあった以下の二つの問題に  
より、大幅な構造転換を迫られているといえる。  




















































表Ⅰ－2－2 酒造業者の復旧状況  
従業員の確保について  小llZ】  中日＝  
震災以前の従業員がはぼ復帰  ロ  
ある程度の新規耳で曙保  
最低限の復帰  
確保できす   l  
設爛の復旧について   小IIZ）  中1射  
完全復旧   ロ  ロ  
縮小して復旧  
建設中  




復l日資金について  小l12】  中19I    計社賀本のみで調達    ロ  ロ    自社のみで可能だが融資併用    ロ    自社資本のみでは不可能        制度融資の利用  
（資料）アンケートによる。  







































































地場産業平壌6年版一』1994年。   
2）京都大学経済学部岡田ゼミナール『京都  
市製造業のゆくえ』1994年。  











乗り切る道を妨げている。そのため震災前から   
20  
い場合もあるという。  


























































































































b少ないデザイン投資 長由では、デザインヘ  
の投資は利益をもたらさない、と言われてきた。  
ファッション性の高いケミカルシューズの場  



























































































表Ⅱ－3－ト 日本ケミカルシューズエ業組合の組合員数の推移  
新規加入  
県  内  その他   l耕枇1 
平成7年1月  225  1g2  33  3  3   
2月二  L 222   18g  33  
3月  222  189  33  1 1   
4月  221  188  33  1  1  1  
5月  21  188  33  
6月  222  18g  33  6 5   
7月  216  184  32  4  3  2  2   
8月  218  186  33  
9月  218  185  3年  2 2   
10月  21鱒  183  33  
11月  216  183  33  1 O 
12月  215  1 
（資料）日本ケミかレシューズ工業組合による。  

































③産業復翠ケミカルシュ∵ズに関係する主な施   
策  
a被災地域内の中小企業の団体の販路開拓、｛  
材養嘩等の共同事業 公益法人2，000万円、業  
種団体1，000万円を助成。  




C製品の事業化の推進 ケミカルシューズ業界  
に対しては、年3回開かれろ見本市のうち1回  
分の費用を負担する。事業費は1，000万円。  
d工業技術センターの復旧事業費 8億3，100  
万円（一部国庫補助）。  





降の構造不況の影響、低価格の海外製品の攻勢   
（資料）日本ケミカルシューズ工業組合による。  


















そうとしている。また「靴学校」の設置を検討   
24  




3）ケミカルシューズ産業復興研究会『“く   
つのまち＝ながた”復興プラン加  
古）日本ケミカルシューズ工業組合『ケミカ   
ルシューズ業界の概要』。  
5）加護野忠男「地域集積型産業の震災後   











































4節 神戸市小売商業の被害と復興  






















25   
衰Ⅰ－4－2 神戸市内の店舗規模別商店数・売  
場面積・年間販売額（1988，199り  
表Ⅱ⊥4－4 中小企業の被害状況   
①製造業関係  （単位：件、10億円）  
兵塵  33，44  33，274  15，1  8i370  （神戸市）  4，349  ；3，925  3，359  1，950   事業所致  ！ぅち和、  出荷額  う垂司  痩  ナ    カ              大阪府  88．820  88，314  24，268  ．13・竺L」   
全市合計  （lg．771）  （1．匂7，g24）  （100，0）  （1，S78，588）  （1（氾．0）  蔵店欺  完場甜（d）  ！（ヽ†  年慮弟嚢（言方）  ぎ（別  大空店  （ユ，886）  （胡丁．410）  ！（軋75）  （鎚9，鴨7）  （37．32）   l，110  575，378  47．00  799，郎7  40．39  その儀  （15．払5）  （6別．511）  （59．】5）  ・・≡・・・  （記．臨）  －・勤＼売店  15，33Z  糾呂，70l  53．（氾   59．6l               1g．44Z  1．と4．082  1印．0  1．㈹，∽3  1餌）．0   
②卸・小売業関係  （単位：件こ10億円）  
兵庫県  87，409  ユ；l；  1畠こ136  11，729   
（神戸市）  28，217  2【；，079  8，566  声；548   





































が変わっていても構わない。   
このように算出方法が異なるために、全損率  
と再開率を足すと100％を超える欄があるわけ  
である。   
表をみていくと、商店街、′ト売市場ともに灘   
苦学小義育   澱接‰   儲詫訝エア   甥  品販売  慧こ．   
亜  
嗜ミ…  2占  
≡ 
広島市   ・：  真読帯   79 朗 TZ 丁7 7 7 丁9 80 80 つ  7 8 月 7 6 H 月 7 』  卜妻 ！冨 ＝  3 』 5 月 g 3 8 2 月 8 月 8  董…書覆 儲吾妻  薯要 裏  埴   4 3 4 33 30 さ 30  4〔四 825 822 02畠 11 1伯 9Z5 8ZZ 228 Srロ 8Z3 2Z4    謹姦幕青  ∽ T  月 8  8占 58   14．2Z9 45．与（Z   際 35   
12大書奇計  ぎ 竹．2   50，8   11．1（払，カ   38．7（27   ．幻   
［21震災による被害状況  


















































・復興支援チームの派遣 被災状況に応じた復   
興策を指導するために、神戸市、兵庫県、商   
工会議所でチームを組織して、商店街・小売   
市場を訪問している。  
27   
表Ⅱ一4－5 商店街・小売市場の被災状況と  




























・共同仮設店舗補助制度の創設 一日も早い営   
業再開のために、立ち上がり効果のある共同   
仮設店舗補助制度を創設した。対象団体は全   
半壊、全半焼し、営業不能に陥っている事業   
主を5人以上有する商店街、小売市場の団体   
で、補助金額は補助対象となる費用の4分の  
1、限度額は、建設の場合は1000万円、リ－   




・復興計画策走事業 まちづくりと一体となっ   
た商業施設の建設  
・商店街近代化事業や店舗等共同化事業など、   
高度化資金融資を積極的に導入して、共同化   
による土地の高度化利用を推進する。  
・商業基盤施設の整備 補助金や高度化資金融   
資を時用し、アーケード、カラー舗準等の商   
業基盤の整備を推進する。  





















が激化する中で、小売市場自身の変革が遅れて   
28  
いた。   
以前の資料は震災によって消失してしまって  
いて、売上げ動向などの正確な数値を知ること  




スーパーに 2曙以上をマンショ・ンにして、市  
場の経営者はスー、パ⊥に参加するか、それとも  
等価交換でマIションをとるかの選択をするこ  





























金問題などが上位に挙げられている。   
ここで注意したいのは、これらの問題点は震  






























































































































な通信環境が整うであろう。   
る。現在のところ、雇用の確保ができていると  













開はほぼ横這いである。   
3）国勢調査に基づいた数字に関してはⅠ章  
1節［1］に詳しい。  



























































































31   




































えられる。また、65歳以上では、焼死・熱傷の   
32  
割合が11％と他より高くなっており、倒壊した  






















受給井終決定件数   支給乗員数   
1別け年g月   8．815   ユg．引用   
10月   7．811   ユg．354   
11月   5．719   ユ8．861   
12月   4．883   37．337   
19g5年1月   7．glO   85．17g   
2月  21．1（〉4   43．885   
3月  17，50g   58．316   
4月  15，389   81．4†3   
5月   g，426   62．470   
8月   T．37－‡   5g．5gl   
7月   T．218   85．818   
8月   †．384   53．877   
資料 雇用保険課業務取扱状況  
労働省調べでは、11月の段階で県下の失業者  













降は震災前の状況に戻っている。   
女子の求人比率が高い理由として、震災に  
よってパート先からの収入が減少したことによ  





































9月  Ll月 9S l月 8月  5月  7月  






































死亡の状況』。   
3）神戸医嘩生活協同組合『おまえらもはよ  
逃げてくれ』42、43頁。   
4）酒井道雄編『神戸発阪神大震災以後』岩  
波新書、14頁。   




④小括 生活関連の被害状況は以上のように  
なっており、高齢者や障害者など社会的弱者べ  




























ど幅広い分野での災害対策が必要であろう。   










（32．5％）となっている。   
34  








①灘南仮設住宅 神戸市灘区のJR線路沿いに  
2月設置されており、神戸市内のイ反設住宅でも  
最も早い時期に建設されたものの⊥っである。   
世帯が約80％、雇用者所得が約10％となってい  
る。  
［2］仮設住宅での生活状況   
現在の生活状況をたずねた結果、下のような  
回答状況であった。  


























図皿－2－1 灘南、甲子園九番地仮説住宅の  
位置  
（一‾■‘－・、 王様肝  ▲－▲▲▲．．  
＼′、  l緩急す沌比  
、 







lL■■凸l■   
酬相 ＼  
■ ■■■椚  
b 甲子Ⅳ九さ町仮岨  
戸数は158戸で、このうち93世帯から回答を得  















②甲子園九番町仮設住宅 西宮市の阪神甲子園  
駅の南東2kmの場所に2月に建設された。戸  
数は153戸で、このうち73世帯から回答を得た。   






者世帯をあわせて、全体の約80％となっている。   
家計収入源は、年金を主な収入源としている  
（資料）アンケートによる。  
④仮設住宅からいつごろ出られそうか   
表Ⅱ－2⊥2をみると、見通しが立たないと  
する人が多い。詳しい土と8ま3節で述べるが、  










耕1万円1－3方 8－6万 6－7ガ T・－1¢ガ10月l」】 皿】湖」－1欄J園」一劇上  
ミB   21  】5  】8  
駕   1  【l D  
11  【1   3    3  
6 3  t  2   
t   1   0    0  
1  （l   ¢    0   
2    0    0  t  
5   3    4  
0   1  t  
t O  1  
0   【1   8  
0    0    0  
3    t    2  
】   0    0  
0  0    0  





賃貸アパート   
良 屋  分欄マンション 
（資料）アンケートによる。  


































る。さらに、住宅構造は木造住宅が76世帯と仝   
36  
瑚の ．＿t冊■  全 体  
71  ；班  7  
18  】3    0  
5    t O  
21   2   4  
11i   5    二】  
臥 ： d  
3   D O   
t O  0  
H】   3こ   5   t  
O t D    8  
0    0    4    0  
13． 0   0   D  
8   1   t   【〉  
1   0    t1   0  
0   1   0   1  
0 0  け ．0  
持ち家一戸建て 
欄魂卜戸建て鼎アパート
良 風  
分譲マンション  
賃貸マンション  












































































































































1災陶の住宅の  全体1万円 1・－8方  ローン1   掴  全 体  7l  1   9  1万円鳶縄  6］ 1≡  2  トー3万円未満  8二  0≡  7  3－5万円朱繍  19   t】   ○  、5■－7万円乗れ  3： 8 0  7－10万円未納  5＝   0    0  l研円以上  t    O    8  0円    ‘20    0   （I   
3－5方≡6－7刀：7・一18ガ 相方」可  
牒▼」蟄閲L」独qL】＿逓址  設 3  2  2  
0   t〉   ロ   0  
1  （ト   0   0  
14   0   1   0   
．．  
1   0   （】   0  
（資科）アンケートによる。  
【3］仮設住宅から出られる見通し   
以上での分析をとおして今後の住宅に対する  
希望については、おおまかなイメージを描くこ  
表Ⅱ－3－5 震災前の住宅形態と今後の見通しとの相関関係 灘南仮設住宅（単位：世帯）  
（資料）アンケートによる。   























































表Ⅱ－3－6 震災前の住宅形態と今後の見通しとの相関関係  
甲子薗九番地仮設住宅（単位：世帯）  
（資料）アンケートによる。  





































a灘南仮設アンケート結果 灘南イ反設の特徴と  
してまず2節で述べたように身障者家庭および  




































2、「その他」12となっている。   
世帯類型別にみれば高齢者世帯において「住  
民間のつながり」、「情報の収集〕を選択する人  














有意義なもの七できるであろう。   
行政側としては、自治のサポートを行うこと  
で結果的に住民間の情報を吸い上げ、より良い  
仮設住宅への対応が可能となる。   
いずれにせよ被災者の自力復興への意識は高  
い。  




















関与していない世帯と思われる。   
2）地域型仮設とは高齢者・身体障害者向け  






















＜自治会組織の望ましい設立方法はなにか＞   




















若年層にも自治意識を浸透させている。   
以上から次のことがいえると思う。  
















状である。   
























いる。もともとマンションでは住民間の横のつ   












特定されたことにある。他にもいくつかマン   
表Ⅱ一岳－†阪神大震災によるマンションの  
ノ 被害状況   
（上段がマンション棟数、下段が住戸数）  
（注）マンション聴中にある括弧内の肛字は、地紺青があるものの被害住   
戸放いわからないマンション敵い意味する・したがって・下段の綱   
は．それを除く判明分を示している。  
（嚢科）阪神大畏災センション復興問題特別研究委貞会によ  









の調査よって初めて判明したのである。   
42  
加盟団体の中で唯一自治体の支援を受けてい  
る。   




























































































































































































































































































【5］ケーススタディ   
ここからは実際にマンションの再建協議がう  

















衰Ⅱ－5－3 被害マンションの再建方式  
（資料卜関係諸団体からのヒアリングによる。  
は地震が早朝に起こったことが幸いし軽傷者が  




を余儀なくされた。   
被害調査によりライフラインが既に修復不青巨  






























































































































ように、仮設住宅の住人は高齢者をはじめとし   
1）阪神大震災マンション復興問題特別研究   
委員会編『阪神大震災による分譲マン  
ション被害調査に関する作業内容』1995   
年10月、および『法律時報』第67巻9号、   
参照。  
2）熊田裕之著㌣マンション法の解説一区分   
所有法』∵橋出版、参照。  
3）京滋マンション管理対策協議会の円満字   
洋介氏からのヒアリングによる。  
4）社団法人北海道マンション管理組合連合   





，る法的諸問題」r労働経済情報・夏』   
ユ995年による。  
8）前掲『マンション管理新聞山  
9）折田泰宏「震災と区分所有物」r法律時報』   
第7巻9号、1995年による。  


















































対応していくことが、併せて必要とならている。   
Ⅳ 復興への政策と課題  
理である占 この土地分剖、境界変更わ過程で従  
前の宅地の地価を参考に区画整理後与えられる  
宅地とその作業を検地という。  



































うな高度利用という方法を用いる点で異なる。   













































































⑨施行者、施行順序 事業の施行者は地方自治  
体だけではない。宅地について所有権または借  




























































































52   
ある。ここでは「まちづくり推進会」をつくっ  
て約20年前から「まちづくり」に取り組んでき  











とになっている。   
具体的な活動としては協議会発足後まもな  
く、まちづくりに関するアンケートを実施し、  



































































































②他のケース 森具地区とはまた異なる問題を  
抱えている地区もある。神戸市東灘区の森南地  
区はもともと昭和初期の区画整理で整備されて  
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が街いづ戻る 2」、『読売新聞』1995年11月22  
日付「検証 阪神大震災」参考）。  












































は興味探いといえる。また、関東大震災におい   
なくてもまちの再生に必要なの．は共同意思の形  
成であって、土地区画整理ではない。土地区画  

















1995年、第一章を参考にした。   
2）兵庫県『阪神・淡路震災履輿計画』1995  
年7月、40頁。   
3）『森具震災復興土地区画整理事業概要  
（1995年3月市提示案）』   
4）香櫨園森具地区まちづくり協議会r香櫨  
園森具地区まちづくりアンケート報告  
書』1995年6月。   
5）詳しくは石田頼房編『大都市の土地問題  
と政策』都市研究叢書、124頁以下を参照。   
6）詳しくは香櫨園森具地区まちづくり協議  
会『香櫨園森具地区まちづくり協議会  




2節 復興計画の分析  
［1】復興計画の歴史的位置づけ   
今回の阪神大震災の復興計画を考えるにあ   
56  
表Ⅳ一2－1東京府・神奈川県における罷災人口（人）  
■‖  現 ■  
■灰府県   一日【旭l暮人‖  
死者  1t■  行方不戦  モの僧  我耕   合貯   
♯ 薫   5．414．700  89．207  48．495  13，149  2．3ユ7，270  引川．123  3．8T8，244   
文京府   4，035．7M  5，，593  28．972  10．g（I4  し555，778  24T．988  1，903，28ら  
東京中  2，285，300  58，184  28．銅8  10．556  1，383，849  221，472  1，T00．2朋I  
モの他  1，7川，400  1．489  2i704   3 8 171．g2！l  28．5川  202．引用   
神奈川県   1．379．000  29，814  柑，523  2．245  781．492  342．1：ほ  1．1T5．叩9  
書浜甲  4d8，即0  写1．蕗4  川，g（柑  1，タ51  328，郎5  50．朋柑  j12．247  
モの僧  932，400  8．2如  8，さ15   284  4ら2，877  2g2．048  T82，T82   
（資料）東京市覇r震災二田ル日本ノ損失J1925年  
表Ⅳ－2－2 東京府・神奈川県における躍災世帯数（世帯）  
糧  災  世  帯  数  
∫災府県   lHIl！ll  
全 焼  半 兼  会  場  半 壊  漬∴失  破  損  合  計   
鎗 ■【   1．1【10，拍8  3モ川．らg8  512  83，40ユ  72，g81  425  1川．540  耶川．457   
東京府   82¢，8¢○  311■弼2   別川  18．耶川  ’20．1Z2    4T，08ら  3，T，11g  
東京市  483．000  300，924  239  4．222  8，338    42．7：12  き54，453  
モの僧  343，机○  11，038  127  12．引ほ  13，786    5．253  43，888   
神奈川県   274．引川  ¢8，834  148  48．T19  5g．859  4g5  68．58S  237，558  
損萌市   98，800  82，80a    9．808  10．732    11．743  98，883  
































































l工l  エーI  ーl工l   
4，079  l72．276  1，5g2  56，432  2，487  115，844   
描用工t   21，046  53，022  9，321  21，775  11，725  31，247   
合計   25，125  225，298  10，913  78，207  14，212  147，091   王朝           那エー  
































































⑤まとめ 大都市の復興という問題は、その都  
市が発展していくうちに抱え込んだ問題を一度  















































となったのである。   
その詳細についてはのちほど述べるとして、  
次にこの「産業再編成政策」の思想的背景につ  












よって達成されるという考えを基碇にしてい   
キとも重要ではないだろうか。   
























































1924年、による。   
2）倉林義正「関東大震災のSSDS」『経  
済研究』第34琴第2号抜刷、1983年、に  
与る。   

















































のであることが分かる。   
新自由主義的な発想に 
野にとどまらない。次に同じ視点から生活復興  
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3蔀 これからの復興 







































西区に建てる等、住宅、工場、商店の関連を考   
fi2 









































残るムこうしたことから、つながりをもらた地   
ぶまちづくり、都市づくりは避けねばならない。  
























































加している。それらの人ふは決して少数派で   
ないのに、現在の復興計画では、その点への関  










































































































年1月11日付）。   
マンシヨンの立て替え鱒題については、マン  


































































ち、営業や生活の再建が事実上不可能な企業   
個人に対しても、援助は「融資」によつてのみ  
行なうというのが、国をはじめとする行政の基  



























































える。   





































































1）吉田和男編著『阪神復興 ⊥被災地発21   
世紀の都市再生論－』など。  
2）岡田ゼミナール94年度報告書『変わりゆ  
く産業空間と京都市の選択』では、京都   
市で1981年から5年間実施された大型店   
舗進出凍結政策にもかかわらず、■結果的   
には小売店舗が減少したことが指摘され   
ている。′活性化の決め手がないまま単純   
に保護政策をとっても、産業の振興には   
つながらないというひとつの例だといえ  
よう。  












協議会r香櫨固森具地区まちづくりアンケート 報告亭』1995．6／石田頼房編『大都市の土地問題  
と政策』日本評論社1990／香櫨囲森具地区まちづくり協議会『香櫨周森具地区まちづくり協議  
会だより』第8号1995／阪神復興支援NPO編『真野まちづくりと震災からの復興』月給体研究社  
1995／市民がつくる神戸市自書委員会『神戸異音 阪神大震災と神戸市政』．労働旬報社1996．1／  






況の政治経済学』中公新書1994／F週刊東洋経済』臨時増刊『阪神復興 生まれかわれ「日本」』  
1995．3．1／『世界』1995年4月号、10月号／『知恵蔵1995』朝日新聞社1995／神戸新聞情報科  
学研究所F兵庫地域研究』第2号1995．10／『兵庫県の地場産業 平成6年度版』兵庫県産業情  
報センター1994．4／神戸都市間題研究所昭β市政策』第79号一第82号1995，4”1996．1／日本経  
済新聞社『阪神大震災 その時企業は』1995／朝日新聞『朝日新聞大阪本社版紙面集成 阪神大震  
災1995．1．17－2．17』1995／森清雄『阪神大震災被災業者の復興に伴う問題点と提言』全国商工団  
体連合会1995．6／叶芳和『経済学者による震災復興への提言』日本経済新聞社1996／『日本経  
済新聞』1995年6月30日朝刊 96年1月16日朝刊／菅田和男編『阪神復興 被災地発21世紀の都市  
再生論』PHP研究所1996年  
68  
▲＝   
執筆分担（回生、執筆箇所）＆編集後記  













のセはないか、とさらにくだらないことを考えてしまらた。   
池田純子（3回生） t一1－［2】、Ⅳ－1   
締め切り■日に見られた各班に晦徴的な行動 A班（行政調査）：一応顔を出し、原稿のできて  
いない言い訳をする。 B班（産業調査）：着実に実績を上げている人のし－る一方で、廃業に追い  
込まれた人も…という二重構造が存在する。 C班（生活調査）：それぞれがマイペース（しかし  
一旦結束すると強い。A班は彼らに弱い）。 これは調査研究の結果か、あるいは素質か？  
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をたたいた日々が懐かしい。ところでA班は仲が長かったので調査・執筆は御機嫌で■した（わ昼は），。   




辛した。本部；ご吟んなさい。自分がこんをルーズな＜間だったなんて…。深く反省しています。   
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